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研究成果の概要（和文）：本研究では，仲間関係を改善させる効果がある対人行動を見せて体験させて教える社会的ス
キル訓練と，自ら考えて経験から学ぶ力をトレーニングする問題解決スキル訓練の，小学５年生の対人行動改善効果を
比較した。
訓練前後の変化を分析したところ，社会的スキル訓練と問題解決スキル訓練のいずれも，「友だちにあたたかい言葉を
かける」などの向社会的行動の増加効果が認められ，その効果は約１年後まで維持されていた。一方，攻撃行動の減少
効果については，社会的スキル訓練では訓練直後にのみ認められ，問題解決スキル訓練では訓練終了から約１年後まで
効果が維持されていた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to compare the effect of social skills training 
(SST) and problem solving skills training (PSST) for 5th graders.
Results showed that both SST and PSST increased participants' prosocial behavior and that intervention 
effects were maintained at one-year follow-up period. The SST decreased participants' aggressive behavior 
immediately after the intervention but that effect disappeared at one-year follow-up. The PSST also 
decreased participants' aggressive behavior immediately after the intervention and that effect was 
maintained at one-year follow-up.

研究分野： 認知行動療法

キーワード： 攻撃行動　小中学生　問題解決スキル訓練　介入研究　長期的効果

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
問題解決とは，問題場面での適切な対処法

を導き出すための，個人の能動的な認知処理
のことである。問題解決を改善する問題解決
スキル訓練は，子どもの攻撃行動に対する有
効な介入法であることが先行研究から確認
されている（Eyberg et al., 2008）。しかしな
がら，わが国の教育現場において活用するに
あたっては，解決すべき課題が２つある。 
１点目として，認知発達が顕著な小中学生

を対象とするにあたって，認知処理のトレー
ニングを行う問題解決スキル訓練を対象者
の学年に合わせてどのように修正すべきか
という点が明らかになっていない。問題解決
と攻撃行動の関連の学年間相違は研究代表
者らの調査報告によって示されたものの
（Takahashi et al., 2009），具体的な訓練法
の提案にあたっては，実験的手法による再検
証が必要不可欠である。 
２点目として，わが国の小中学生を対象と

した問題解決スキル訓練については，対人行
動の改善効果を明示する実証的データが示
されていない。研究代表者はこれまでの研究
において，中学生を対象として問題解決スキ
ル訓練を実施し，攻撃行動の減少効果を報告
した（高橋他, 2010）。しかしながら，当該研
究では統制群が設けられておらず，問題解決
スキル訓練の効果を明示するには至ってい
ない。 
 
２．研究の目的 
このような学術的背景をふまえて，本研究

では，わが国の小中学生を対象とした問題解
決スキル訓練の対人行動改善効果を示すこ
とで，子どもが自分自身で考える力を効果的
に伸ばすための学年別の援助方法を提案す
る。 
 
３．研究の方法 
研究１：対人行動の改善につながる問題解決
要素の学年間比較 
甲信越地方の公立小中学校に在籍する小

学４年生，６年生，および中学２年生計 139
名を対象として，問題解決スキル訓練を実施
した。訓練は，通常授業時間を用いて，小学
生に対しては１回 45 分計４回，中学生に対
しては１回 50 分計４回のセッションを設け
て実施した。 
介入前後には，子ども用社会的スキル尺度

（嶋田, 1997）を用いて，自己評定および教
師評定による対人行動（向社会的行動，攻撃
行動，引っ込み思案行動）の測定を行った。
また，研究代表者らが作成した対人ストレス
場面のビデオ映像（Takahashi et al., in 
reviewing）を用いて「問題の明確化と定式
化」「解決策の案出」「解決策の評価」「解決
策の実施と検証」という４つの問題解決要素
を児童生徒に実行させることで，問題解決の
測定を行った。 
問題解決の測定では，研究に参加した児童

生徒には，最初に対人ストレス場面のビデオ
映像を視聴させた。次に，ワークシートを用
いて，「（ビデオ映像中の場面では）どんなこ
とが起きたか」という点の記入を求めた。記
入内容は，評定の訓練を受けた大学生４名が
０（ビデオ内容と全く無関係で主観的であ
る）～４（ビデオ内容が過不足なく客観的に
記述されている）の５件法で評定し，４名の
評定の平均値を「問題の明確化と定式化」得
点として分析に使用した。 
次に，ビデオ映像中の場面での解決策や対

処法を思いつく限り記入させた。記入内容は，
評定の訓練を受けた大学生２名が「向社会
的」「攻撃的」「回避的」「その他」の４つに
分類し，「解決策の案出」において案出され
た解決策の数としてそれぞれカウントした。
分類の信頼性について検証するために評定
者間一致率を算出したところ，κ=.88 と十分
な値が示されたため，２名の評定者が異なる
分類を行った場合にはいずれかをランダム
に抽出することとした。 
次に，ビデオ映像中の場面でとりうる向社

会的解決策と攻撃的解決策を提示した上で，
各解決策のメリットとデメリットを自由に
記述させた。記述された向社会的解決策のメ
リットと攻撃的解決策のデメリットの数を
合計したものは「向社会的評価」，向社会的
解決策のデメリットと攻撃的解決策のメリ
ットの数を合計したものは「攻撃的評価」と
命名し，「解決策の評価」を示す得点として
それぞれ分析に使用した。 
最後に，ビデオ映像にて出演者が向社会的

解決策と攻撃的解決策を実行している場面
を視聴させ，各解決策のメリットとデメリッ
トを再度記入させた。記入内容は，評定の訓
練を受けた大学生４名が０（ビデオ内容と全
く無関係な変化をしているまたは関係ある
変化をしていない）～４（ビデオ内容と関連
した変化をしており無関係な変化はない）の
５件法で評定し，４名の評定の平均値を「解
決策の実施と検証」得点として分析に使用し
た。 
上記の方法で得られたデータについて，訓

練に伴う問題解決の変化量と対人行動の変
化量を用いた相関分析を行った。 
 
研究２：問題解決スキル訓練による対人行動
改善効果の検討 
甲信越地方の公立小学校に在籍する小学

５年生計 136 名が研究に参加した。研究参加
者は，学級ごとに，実験群，比較対照群，
Waiting-list 群に割り当てられた。実験群は
自ら考える力をトレーニングする問題解決
スキル訓練，比較対照群は支援員が提示した
適切な行動を練習する訓練に参加した。介入
はいずれも，１回 50 分，計６回であり，介
入期間は約２ヶ月であった。 
介入前後には，研究１と同様の手法で，参

加児童生徒の対人行動の測定を行った。
Waiting-list 群は介入に参加せず，測定のみ



を行った（平成 26 年度に介入を実施した）。 
 
研究３：問題解決スキル訓練の効果の遅発性
および持続性の検討 
研究２に参加した甲信越地方の公立小学

校に在籍する小学５年生（研究参加当初）計
136 名について，介入終了から約６ヶ月後お
よび約１年後の時点で追跡調査を行った。調
査内容は，研究２の介入効果評定内容と同様
に，向社会的行動，攻撃行動，引っ込み思案
行動について，質問紙による自己評定および
教師評定を行った。 
 
４．研究成果 
研究１：対人行動の改善につながる問題解決
要素の学年間比較 
小学４年生では「問題の明確化と定式化」

と「解決策の案出」が対人行動の改善につな
がる可能性が示された。また，小学６年生お
よび中学２年生では「解決策の案出」と「解
決策の評価」の向上が対人行動の改善につな
がっている可能性が示唆された。 
「問題の明確化と定式化」および「解決策

の実施と検証」と対人行動との関連について
は，一貫した結果が得られなかった。これら
の問題解決要素は，対人行動の変化に直接影
響するというよりも，「解決策の案出」や「解
決策の評価」の変化を促すことで，対人行動
の改善に間接的に寄与していると考えられ
る。 
 
研究２：問題解決スキル訓練による対人行動
改善効果の検討 
自己評定値においては，実験群と比較対照

群の両方で，向社会的行動の増加，攻撃行動
および引っ込み思案行動の減少が見られた。
教師評定においては，実験では向社会的行動
の増加，比較対照群では向社会的行動の増加
と攻撃行動の減少が見られ，引っ込み思案行
動は両群で変化が認められなかった。
Waiting-list 群においては，自己評定による
引っ込み思案行動の減少が見られ，その他の
指標においては変化がなかった。 
以上のように，問題解決スキル訓練は，介

入を行わない Waiting-list 群と比べて有意
な介入効果を示した。これは，本研究の仮説
を支持する結果である。さらに，向社会的行
動の増加効果が明らかになったという点は，
問題解決スキル訓練による攻撃行動減少効
果のみを示した研究代表者らのこれまでの
研究をさらに前進させるものである。 
 
研究３：問題解決スキル訓練の効果の遅発性
および持続性の検討 
実験群では，自己評定における向社会的行

動の増加効果と攻撃行動の減少効果が６ヶ
月後および１年後にも維持されていた。引っ
込み思案の減少効果は，６ヶ月後および１年
後まで維持されなかった。教師評定における
向社会的行動の増加効果は，６ヶ月後および

１年後まで維持されていた。 
比較対照群では，自己評定における向社会

的行動の増加効果は維持されていたものの，
攻撃行動および引っ込み思案行動の減少効
果は維持されなかった。教師評定でも同様に，
向社会的行動の増加効果は維持され，攻撃行
動の減少効果は維持されなかった。 
以上の結果を要約すると，問題解決スキル

訓練の効果の遅発性は本研究においては認
められなかった。一方，特に攻撃行動の減少
という点において，効果の持続性が認められ
た。 
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